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第１部 横断的・地域的研究 

第１章 農村振興政策の各国横断的研究 

 

１．本研究の概要 

 

（１）研究の背景 

日本では食料・農業・農村基本法を制定し，農業の活性化や持続可能な農業構造の実現

に向けて，農業経営規模の拡大や法人化などに一定の進展が見られる。一方，農村地域は

農業生産活動やそれを通じた多面的機能発揮の基盤であり，そのコミュニティ機能や地域

資源の維持活動が十分に発揮されることが重要である。しかし，近年の高齢化や人口減少

などが深刻な状況であり，農村振興政策のさらなる充実が求められている。 

 

（２）研究の目的と枠組 

本研究の目的は，日本で農村振興政策の施策を検討する際に参考となり得るような形で，

主要国・地域の農村振興政策の動向を示すことである。研究の流れは，①主要国・地域の

農村振興政策の基本的考え方，大きな方向性を把握し，②各国との比較により農村振興政

策の特徴を掴み，③それを踏まえて，主要国横断的に農村振興政策に関する情報を収集し，

分析する。本研究は，プロジェクト研究「主要国の農業政策・貿易政策の変化及びそれを

踏まえた中長期的な世界食料需給に関する研究」の一環として，令和元年度から令和 3 年

度までの 3 年間にわたり，農村振興政策に関する各国横断的な分析を実施する。 

 

（３）研究方法 

本研究の対象国は，農林水産政策研究所の研究者が専門とする国・地域をかんがみ，日

本の政策検討の参考という観点を念頭としながら，先進国・地域及びアジアを中心に選択

した。対象国・地域は，EU，ロシア，中国，ベトナム，インドネシア，米国，オーストラ

リア，メキシコである。 

本研究を始めるに当たり，対象国間で「農村」のとらえ方や現状，問題意識が異なるこ

とが想定された。そこで，本研究の初年度である令和元年度は，研究チームのメンバー全

員が，対象国・地域における農村振興政策の特徴を確認するためのワークショップを実施

した。次に，ワークショップで浮き彫りとなった特徴を踏まえ，国・地域別に農村振興政

策の概要をとりまとめた(1)。概要は，農村振興政策の経緯と背景，基本的な考え方，政策

の方向性，代表的な施策例について，政府による定義や文献，統計に基づいて整理した(2)。 
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２．研究成果（令和元年度） 

 

（１）主要国横断型ワークショップの成果 

 

１）対話型ワークショップのテーマと手法 

ワークショップは，テーマ別に計 6 回開催した。テーマは農村振興政策の施策の種類が

豊富な，EU 共通農業政策の第二の柱を参考に設定した（EU 報告第２表参照, 浅井 2018）。

テーマは農業の多角化，農村の居住，一部の主要国で関心の高いエシカル消費の分野から

設定した(3)。各テーマと開催日は①農村と集落の整備（2019 年 6 月 5 日），②農村の 6 次

産業化（6 月 12 日），③有機農業（6月 19 日），④アニマルウェルフェア（6 月 26日），⑤

ボトムアップの農村振興（7 月 3 日），⑥条件不利地域対策（7 月 31日）である。 

ワークショップの手法には，円座で対話する「フィッシュボウル」を用いた(4)。対話は，

司会者（研究チーム長）が準備した 10項目前後の質問，そこから広がる研究者のダイナミ

ックな質問と，それに対する応答で進められた。各回の所要時間は 90分とした。 

 

２）ワークショップの成果 

テーマ別ワークショップの主な成果は，主要国・地域の農村振興政策における公的な支

援の有無，支援の目的を整理したことである。なお，各国の行政の分野・範囲が異なるた

め，本研究が示す農村振興政策の管轄省庁には，農業関連省以外の省庁も含むこととした。

以下にワークショップの成果として，農村振興政策における公的な支援について記す。 

 

①農村と集落の整備：国の成り立ちの違いにより，歴史的に共同体の生活の場としての

「農村」がある国と，ない国がある(5)。農村のある国では，農村の電化・ブロードバンド

網，居住環境，公共交通網などのインフラ整備が支援されている。他にも，住民の伝統，

文化，アイデンティティの拠り所として農村が保全され，若しくは再発見され，一部は観

光地として整備されている。 

一方，歴史的に農村がない国であっても，広域的な地域政策のなかでコミュニティ活

動やインフラ整備が支援されている（Rural Development）。かつて農業者が暮らした農村

が，非農業者を中心とした住民の居住空間へと変容した国においても同様である。 

②農村の 6 次産業化：農産物の加工・流通は，集約化により経済効果が高まる。農産物・

食品の輸出国では，大規模資本が入った食品産業が盛んで，公的支援が果たす役割は小

さい。一方，農業の規模が小さい国・地域では，産品を地域性や品質向上を通じて高付加

価値化し，ニッチ市場に提供する必要があり，農業・農村の多角化の文脈から小規模な農

業・農村の 6次産業化が支援されている。 

③有機農業：世界の有機食品市場の拡大に伴い，農産物・食品の輸出国では，輸出用の農

産物の高付加価値化のために有機農業が推進されている。また，有機農業を通じた農業

環境保全，生物多様性保全に係るサービスに対して，慣行農業と収入の差額分を農地へ
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の直接支払で補償する国・地域もある。公的支援には，主に認証制度の整備が挙げられ，

併せてマーケティングも助成されている。 

④アニマルウェルフェア：欧米豪の消費者は，アニマルウェルフェアに対する関心が高

く，菜食者が増加している。また，畜産農家と食肉産業への一般消費者の目も厳しい。一

部の国・地域では，アニマルウェルフェアの基準を満たす畜舎の整備などが支援されて

いる。一方，アニマルウェルフェアが標準化し，基準を遵守しないと罰則がある国もあ

る。アニマルウェルフェアを政策テーマとしているのは，欧米豪のみと思われる。 

⑤ボトムアップの農村振興：EU の農村振興政策は地方分権に基づいており，ボトムア

ップの手法を用いた施策がある。一方，ベトナムでは，共産主義の下で農村が広域的に

管理されてきたが，近年では小さな村の単位に戻って自治する流れが出てきている。そ

の他の主要国では，ボトムアップの施策は見られない。 

⑥条件不利地域対策：EU では，農村振興政策の主要施策として条件不利地域対策を実施

している。一方，国土が広い国では，条件不利地域では農業があまり行われていない。し

かし，立地によっては，国境付近の農村を国防上の理由から保全したり，少数民族を保護

したりするために，条件不利地域対策が実施されている。 

 

（２）農村振興政策の比較にむけた論点 

本研究では，ワークショップの最終日に前述の 6 のテーマと，それ以外に更に 6の追加

テーマを設定し（第１表），各国・地域の農村振興政策における施策の有無を整理した。掲

示板に 12のテーマを貼り出し，研究メンバーが担当国・地域における施策の有無について

印を付け，施策の目的等を説明し，他の研究メンバーの質問に答えた（第１図）。 

 

第１表 農村振興政策のテーマ（研究チーム内での整理用） 

ワークショップのテーマ 追加したテーマ 

① 農村と集落の整備 ⑦ 農業経営強化にむけた設備・施設の整備 

② 農村の 6 次産業化 ⑧ 農業経営アドバイザリー・知識移転 

③ 有機農業  ⑨ 環境保全 

④ アニマルウェルフェア ⑩ 生物多様性保全 

⑤ ボトムアップの農村振興 ⑪ 地球温暖化防止 

⑥ 条件不利地域対策 ⑫ 気候変動への対応 
（自然災害の予防・自然災害からの回復） 

資料：浅井(2018)による EU 共通農業政策の第二の柱を参考に筆者が作成。 

 

 

第１図 農村振興政策の施策の有無を確認 
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研究メンバーはこの作業を通じて，各国・地域の特徴をとらえつつ，以下の視点に着目

しながら今後の研究を深めることを共通認識した。 

視点 1) 農村がある国，農村がない国がある（国の成り立ちの違いも考慮）。 

視点 2) 農村がない国は，農村政策と言うより，地域政策と言うべきものがある。 

視点 3) 農村振興政策の範囲・とらえ方が国によって異なる。 

視点 4) 都市・農村を問わず，環境，資源，コミュニティ，文化の保全など，目的別に施

策を実施する国もある。 

視点 5) 農村の職業が，農林業・関連産業に集中している国，そうでない国がある。 

視点 6) 住民の所得，年齢層，新旧住民の割合，農村の過疎化，共同体の状況が異なる。 

視点 7) 農業の産業化の度合（規模，近代化，作目，経営体，多角化，輸出）が異なる。 

視点 8) 農林業が多面的機能の基盤である国，そうでない国がある。 

視点 9) 国の政治体制の違いにより，農業・農政の特徴が異なる。 

視点 10) 世論・関心事が異なる（有機農業，アニマルウェルフェアなどのエシカル消費）。 

視点 11) 国内でも各地で農村の特徴が異なる。 

 

（３）農村振興政策についての考察 

本研究の初年度である令和元年度は，主要国・地域の農村振興政策を分析するために必

要な視点を整理した。さらに今年度の後半には，ワークショップを通じて見えた各国の特

徴を踏まえ，主要国・地域別に農村振興政策の概要をとりまとめた（第３節から第１０節）。 

ここでは，今年度の本研究の概要を締めくくるに当たり，日本と EU を例にとりながら，

今後の研究における問いの一端を記す。 

 

１）農村振興政策の範囲に関する考察 

農村振興政策と言い，農村政策と言っても，その範囲は必ずしも明確ではない。既存研

究を振り返ると，吉田(1999)は，農村振興政策の範囲について次のように考察している。 

日本では，高度経済成長初期までは，農業政策と農村政策との区分は明確に意識されて

いなかった。農業を盛んにすれば農村も栄えるという認識だったと考えられるが，経済成

長に伴い，農業と製造業との所得格差，農業人口の減少と農村部における非農業人口の増

加などにより，農村そのものを対象とする施策の必要が政策課題として登場してきた。さ

らに，時代を経て，都市部に先駆けて進行している高齢化への対処や，コミュニティ機能

や地域資源の維持活動が十分に発揮されることの重要性など問題意識，田園回帰志向への

対応などが加わって，農村振興政策が拡充されてきた（吉田 1999）。 

一方，EU の共通農業政策では，所得支持を内容とする農業振興政策は第一の柱に，農村

や地域を振興する施策は第二の柱に位置づけられている。第二の柱では，環境，気候変動

対策，集落整備，自治の強化など，目的別の施策が実施されている。例えば，有機農業の

振興など，一定の農業生産を支援するという性質にかんがみれば農業政策としても間違い

ではない施策が，環境保全を目的に農村振興政策に組み込まれている。また，農村の産業
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を広くとらえており，農村振興政策の中で農林業以外の産業も支援すると同時に，非農業

者を中心とする住民が農村生活の質を向上させるための施策も充実させている。 

 

問い：本研究では「農村振興」をどう定義するか。 

農村振興政策の範囲は，今日の農村の状況と諸課題，ニーズに対応できているか。 

 

２）農業政策と農村振興政策の関連性に関する考察 

日本では，1999 年に食料・農業・農村基本法が制定された。そこでは，農業の活性化や

農業構造の改革に加えて，農業生産活動やそれを通じた多面的機能発揮の基盤である農村

の振興を図る農村政策が，施策の柱の一つとして明確に位置づけられている。日本の農政

では，農業が農村の経済的な基盤，多面的機能の基盤を支えると考えられている。そのた

め，農村振興政策の施策は，農業振興・支援，農業経営の多角化支援を中心に構成されて

いる。農業と農村，農業政策と農村政策が表裏一体で考えられている模様である。 

一方，EU でも 1999 年に，共通農業政策の第二の柱に農村振興政策が位置づけられた。

しかし，農村の住民の多くが非農業者であり，農業が農村の経済的な基盤を支えていると

は考えられていない。農村の維持に関しては，農業者の数は減少しても，農業経営の大規

模化により農地は利用され続け，他産業の職場づくりに注力して過疎化を避けている。 

また，農業生産活動が多面的機能に与える影響に関しては，好影響と悪影響がいずれも

想定されており，遵守すべき農法の基準が設けられると同時に，特別な環境サービスの提

供に対しては公的な支援がある。 

 

問い：本研究では農業政策と農村政策の境界をどこに設定するか。 

農業政策と農村政策は，表裏一体で考えるべきか。 

 

３）今後の研究にむけて 

本研究の初年度である令和元年度には，テーマ別ワークショップを実施し，各国・地域

の農村振興政策の概要をとりまとめた。それらを通じて，農村振興政策には，経済発展の

段階，農業のあり方，社会・経済・政治の状況，それらの沿革など，各国・地域により異

なる背景があり，それを反映した施策があることが確認できた。 

 今年度のワークショップでは，「農村振興」の定義について議論を展開した。その際，定

義は，各国が農村振興政策を実施する根拠とも重なり，バリエーションがあることが分か

った。ワークショップ終了後は，各国を担当する研究メンバーがいったん論点を持ち帰り，

各国で農村振興と考え得る政策について，その背景を説明しながら報告をとりまとめた。

このように，本研究の 1 年目に当たる今年度は，各国・地域を概観することを旨として，

「農村振興政策」がそれぞれどのように位置付けられ，実施されているのか等の把握に努

めた。 
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来年度は，今年度の各国の研究成果を踏まえて，ワークショップで比較しながら，本研

究における農村振興の定義について再び議論しつつ，共同研究の深化を図る。また，「農業

振興」と「農村振興」の違いについても，来年度は，定義や統一理解を試みる。 

来年度以降は，農村振興政策における問題意識，それに対応した施策のあり方について，

テーマを特定した分析を主要国横断型で進めていく。農村の過疎化や田園回帰など，農業・

農村に関連して，世界各地で生じている様々な社会現象を踏まえて，農村地域の振興に政

府の果たしている機能や具体的な農村振興政策の現状と課題を解明する。各国・地域の政

府の農村振興への関与や，具体的な農村振興政策の状況を明らかにすることにより，我が

国の関連施策を検討する際に参考となり得る情報を提供することを目指す。 

 

玉井 哲也，飯田 恭子 

注(1) EUについては，EU共通農業政策の概要をとりまとめた。今年度は，加盟国レベルの概要は執筆していない。 

 (2) 各国・地域ごとで，法令や計画，実施体制などの観点から「農村振興政策」ないしそれに類する位置づけを与え

ている施策を幅広く視野に入れ，政策・制度の概要を整理した（日本であれば，食料・農業・農村基本法・基本計

画の「農村の振興に関する施策」）。 

 (3) 主要国の横断的研究を行うに当たり，次のプロセスを経てテーマを選定した。はじめに，研究代表者らが EUの

第二の柱の 20 施策から農業，農村生活，エシカル消費に関する 5 施策を選出し，ワークショップのテーマとした

（農村と集落の整備，農村の 6 次産業化，有機農業，アニマルウェルフェア，ボトムアップの農村振興）。次に，

ワークショップを進めていくなかで，研究チームメンバーの提案により，条件不利地域対策をテーマとして追加し

た。 

 (4) 立場の異なる参加者が，互いの観点を理解し，対話を深め，その内容を共有するためのワークショップの手法。

フューチャーセッションズ(2015)を参照。 

 (5) 本研究でいう「農村がない国」は，かつての開拓地で，農業地帯に散居型で農業者が生活してきた国を指す。本

研究では米国とオーストラリアが該当する。それ以外の国，EU 各国，ロシア，中国，ベトナム，インドネシア，

メキシコでは，一部の地域においては散居型で農業者が生活しているが，本研究では「農村がある国」と整理した。 

 

［引用・参考文献］ 

 

【日本語文献】 

浅井真康 (2018)「EU の農村振興政策–その概要と青年農業者支援政策，農業環境政策–」，『平成 29 年度 
カントリーレポート : 米国（米国農業法，農業経営の安定化と農業保険，SNAP－Ed），EU（CAP 農村
振興政策，フランス，英国），韓国，台湾（2018 年 3 月）』，第 6 号，第 4 章，1-34 頁，農林水産政策研
究所． 

フューチャーセッションズ  (2015) フィッシュボウル（ Fishbowl ），メソッドの一覧，
https://www.ourfutures.net/session_methods/fishbowl (2019 年 5 月 27 日参照). 

吉田俊幸 (1999)「農村政策試論」『地域政策研究』第 1 巻，第 3 号，pp295-298，高崎経済大学地域政策学
会． 

 

【外国語文献】 

EU Regulation (EU) No 1305/2013 
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３．EU 

 

（１）農村振興政策の概要 

 

１）背景・経緯 

EUでは，農業全般に関する制度や計画を扱う政策として，1962年に共通農業政策

（Common Agricultural Policy：CAP）が導入された。CAPでは，これまで複数回の見直しが

行われている。1999年のCAP改革では，政策が二本の柱に整理され，現在の体系が成立し

た。第一の柱は，市場介入施策と農業者の所得を補償する直接支払からなる。第二の柱は，

農村振興政策を網羅した施策群（第２表）からなる（浅井 2018）。 

 

２）基本的な考え方 

EUでは，加盟国の農業・農村の特徴が異なっている。そして何よりも国土面積，人口，

政治，経済，社会制度，文化が各国で異なる。この多様性を前提としながら，効率的で効

果的な農村振興の推進が求められてきた（飯田他 2004，伊藤 2008）。 

EU の農村振興政策では，農村振興の課題が①EU，②加盟国・州，③地域(1)によって多

重的に拾いあげられる。①EUは多様な課題に対応すべく各種の施策を用意すると同時に，

優先課題を設定する。EU が設計した施策群から，②加盟国・州は必要な施策を選抜，一部

はカスタマイズし，自国に適した総合的な農村振興プログラムを策定する。③地域レベル

では，地域のステークホルダーが協議会（例えば LEADER 事業ではローカル・アクショ

ン・グループ）を組織し，地域に適した農村振興計画を策定する(2)。EU の農村振興政策に

おける分権の仕組は，1970 年代に考案され，1990 年代に試され，2000 年代に調整された。 

平澤（2015）によると，EU の「農村振興の各種施策は 70 年代初めから少しずつ蓄積さ

れてきたもの」である。一方，2005 年の農村振興政策改革により「農村振興プログラムの

形成は，分権的なボトムアップの方法で地域のニーズをくみ上げると同時に，戦略的方法

によって EC（欧州理事会）レベルの優先事項が反映するように設計されている」。また，

「プログラムの監視・評価についても規定が整備された」（平澤 2015）。 

 

３）大きな方向性 

EUの農村振興政策の施策は，主に①競争力②環境③農業以外の経済振興の3分野に分か

れる（平澤 2015）。第２表にある20の施策には，農業関連施設・機械等への投資助成，条

件不利地域支払，気候変動対策，農業環境（土壌と水）や生物多様性保全のための直接支

払，アニマルウェルフェア，新規就農支援，農村整備，地域コミュニティの支援など，ハ

ード事業とソフト事業，直接支払が混在している。 

加盟国には，特定の優先事項及び施策に対して農村振興政策予算を一定割合以上に配分

することが EU 規則で義務づけられている。具体的には，環境・気候変動対応（第１表の

優先事項 P4 と P5）に農村振興政策予算の最低 30%を，ボトムアップの LEADER 事業(3)
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（M19）に関しては，最低 5%を割り当てることが定められている。環境・気候変動対応に

おける具体的な施策には，環境と気候変動に関連した固定資産への投資（M4），林業関連

事業（M8），農業・環境・気候への支払い（M10），有機農業への支払い（M11），Natura2000 

支払い（M12），条件不利地域支払(4)（M13）等が含まれる（浅井 2018）。 

 

（２）農村振興政策における施策の例 

2014-2020年期CAP(5)の農村振興政策では，加盟国が「農村振興に関する六つの優先事項」

（第１表）を共有し，「20の施策」（第２表）により政策を実施している（浅井 2018）。 

 

第１表 農村振興政策における六つの優先事項（Ps：Priorities） 

P1 知識移転と革新の醸成 

P2 競争力向上と農家の存続能力向上 

P3 フードチェーン，動物福祉，農業リスク管理の振興 

P4 農林業に関わる生態系の回復・維持・増進 

P5 資源利用効率の促進と，低炭素かつ気候変動にレジリエントな農林業 

P6 農村地域における社会的包摂・貧困削減・経済発展 

資料：浅井 (2018）が，EU Regulation (EU) No 1305/2013 より作成。 

 

第２表 農村振興プログラムの策定における 20 の施策（Ms：Measures） 

M1 知識移転と情報活動 

M2 アドバイザリー・経営支援サービス 

M3 農作物及び食品の品質制度 

M4 物理的資産への投資 

M5 自然災害による農業生産力の回復および予防策の導入 

M6 農場及びビジネス開発 

M7 農村地域における基礎的サービスと村の再生 

M8 森林地域開発と森林の抵抗力促進に対する投資 

M9 生産者組織の設立 

M10 農業・環境・気候への支払い 

M11 有機農業への支払い 

M12 Natura2000 及び水枠組み指令に関する支払い 

M13 自然ないしその他の制約がある地域への支払い（ANCs 支払い） 

M14 動物福祉 

M15 森林環境・気候サービス・森林保全 

M16 公的及び民間部門における様々な協同活動への助成 

M17 リスク管理 

M18 クロアチアへの直接支払い補填 

M19 LEADER 事業 

M20 農村振興プログラム実施に係る技術補助 

資料：浅井 (2018）が，EU Regulation (EU) No 1305/2013 より作成。 

 

飯田 恭子，須田 文明，浅井 真康 
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注 (1) ここでいう地域とは，日本でイメージすると，例えば，遠野，信州，木曽，丹波，薩摩，阿蘇のような地域で
ある。例えば，EU の LEADER 事業における地域の定義は，人口が 5 万人から 15 万人程度で，地理・歴史・文
化・社会的なまとまりのある複数の市町村が，官民公の広域連携により組織した LEADER 地域を指す。また，
LEADER 地域以外にも，自然公園，地域ブランド，若しくは自然保護区を，地元主導により協議型で運営するう
えで，対象地域が線引きされて地域を形成することがある。 

(2) 地域レベルの計画は，加盟国の農村振興プログラムの一部として取り入れられ，EU の承認を受け，EU 規則に
基づいて実施される。 

(3) LEADER 事業は，EU の農村振興政策のなかでも，ボトムアップの手法を用いた先進的な施策である。1991 年
から継続されており，2014年以降は LEADER/CLLD として取り扱う基金や責任も増している（市田 2014，飯田 
2014）。 

(4) 自然ないしその他の制約がある地域への支払い（自然等制約地域支払，ANCs 支払）。 

(5) EU の農村振興政策は多年度財政枠組に合わせて，2000 年以降は 7 年計画で実施されている。 

 

 

［引用・参考文献］ 

 

【日本語文献】 

浅井真康 (2018) 「EU の農村振興政策–その概要と青年農業者支援政策，農業環境政策–」，『平成 29 年度 
カントリーレポート : 米国（米国農業法，農業経営の安定化と農業保険，SNAP－Ed），EU（CAP 農村
振興政策，フランス，英国），韓国，台湾（2018 年 3 月）』，第 6 号，第 4 章，1-34 頁，農林水産政策研
究所． 

飯田恭子, デトレフ・イプセン, アレクサンダー・ズスト, 高野公男 (2004) 「ドイツにおける多様で自立
した地域発展政策に関する研究–ヘッセン州の農村地域発展プログラムを事例に–」，『都市計画論文集』
No.39，271-276 頁，日本都市計画学会． 

飯田恭子 (2014) 「LEADER 事業とリージョナル・マネージメントの実態」，井上編『農村イノベーショ
ンのための人材と組織の育成：海外と日本の動き』，第２章，17-42 頁，平成 26 年度６次産業化研究資
料第 1 号，農林水産省農林水産政策研究所． 

市田知子 (2014) 「LEADER の現状と 2014 年以降の展望」」，井上編『農村イノベーションのための人材
と組織の育成：海外と日本の動き』，第１章，7-14 頁，平成 26 年度６次産業化研究資料第 1 号，農林
水産省農林水産政策研究所． 

伊藤正人 (2008) 「EU 農業振興政策について」，農林水産政策研究所資料． 

平澤明彦 (2015) 「EU の農村振興政策 – 2014～2020 年の新たな枠組み–」，『農林金融』2015・9，526-542
頁，農林中金総合研究所． 

 

【外国語文献】 

EU Regulation (EU) No 1305/2013. 
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４．米国 

 

（１）農村振興政策の概要 

 

１）背景・経緯 

米国の国土面積の約 97%を占めている農村（rural area）には，全人口の約 20%（約 6,000

万人）が居住している（2010 年 Census）。都市と比べて農村においては，所得が低く，貧

困率や失業率が高い状態にあり，近年，人口が減少している等(1)，農村と都市との経済・

社会的な格差があることから，米国農務省（USDA）により当該格差の是正のために農村振

興政策が実施されてきている。 

1930 年代のニューディール政策の一環として，農村の貧困生活から農家を救済等するた

め，農村に電力を普及させる施策が 1936 年に導入されたことが農村振興政策の始まりで

ある。その後，1949 年には電話を普及させる施策とともに住宅を整備する施策が，1961 年

には水道を整備する施策が導入された。さらに，1972 年には，消防署や病院等生活に不可

欠な施設を整備する施策や新たな事業を創出・拡大することを支援する施策が導入された。 

これ以降，農村振興政策は，（ⅰ）生活インフラの整備，（ⅱ）住宅及び不可欠な施設の

整備，（ⅲ）事業の創出・拡大の支援という三分野に体系化され，現在まで諸々の施策が導

入・実施されてきている。 

 

２）基本的考え方 

「農村振興（Rural Development）」における「農村」とは「原則として人口が 5 万人以下

の市（city）又は町（town）(2)」を指し，「振興」とは「経済的発展と生活の質の向上」を意

味している。 

農村振興のための諸施策は，以下の三分野に体系化されている。 

（ⅰ）生活インフラの整備に関する施策：上下水道や電力，電気通信サービス等の施設

を整備・改修等するもの 

（ⅱ）住宅及び不可欠な施設の整備：住宅や消防署，警察署，病院等の住民にとって不

可欠な施設を建設・改修等するもの 

（ⅲ）事業の創出・拡大の支援：事業（農業関連も含む）の創出や拡大，事業者の再生

可能エネルギーの導入やエネルギー効率の向上等を支援するもの 

以上のように，農村振興政策の対象は農業や農業者に限定されず，農村の全体的な経済

的発展と生活基盤の整備を支援するものとなっている(3)。 

 

３）大きな方向性 

現在も農村と都市との経済・社会的格差があり，また，2018 年農業法においても農村振

興政策の基本的な体系は維持されていることから，今後も従来どおりに実施されていくも

のと考えられる。 
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（２）農村振興政策における施策の例 

 

１）生活インフラの整備に関する施策 

（ⅰ）水と廃棄物の処理施設の融資・補助金（Water and Waste Disposal Loans and Grants） 

上下水道，ごみ処理，雨水排水に関する施設整備等のため，州，市，町の政府機関，非

営利団体に長期の融資や補助金を提供するもの。人口 1万人以下の地域。 

（ⅱ）電力インフラ融資・融資保証プログラム 

  （Electric Infrastructure Loan and Loan Guarantee Program） 

発電，送電，配電施設，エネルギー効率化システムの整備等のために非営利団体，公益

事業体等に長期融資や融資保証を提供するもの。人口 2万人以下の地域。 

（ⅲ）農村ブロードバンド接続融資（The Rural Broadband Access Loan） 

ブロードバンドサービスのための施設や設備を整備等するために株式会社，有限責任会

社等に融資を提供するもの。人口 2 万人以下の地域。 

 

２）住宅及び不可欠な施設の整備に関する施策 

（ⅰ）単一世帯住宅直接融資（Single Family Housing Direct Loans） 

低所得の個人や世帯が安全で衛生的な住宅を購入，建設，改築，修理等するために長期

の融資を提供するもの。人口 3 万 5 千人以下の地域。 

（ⅱ）集合住宅直接融資（Multi-Family Housing Direct Loans） 

低所得の個人や世帯用の賃貸集合住宅を建築，改築，購入するために公共団体，非営利

団体，個人等に長期の融資を提供するもの。人口 3万 5千人以下の地域。 

（ⅲ）コミュニティ施設直接融資・補助金（Community Facilities Direct Loan and Grant） 

病院，消防署，警察署，学校，図書館等の共同体生活に不可欠な施設を整備等するため

に公共団体，非営利団体等に長期の融資や補助金を提供するもの。人口 2 万人以下の地域。 

 

３）事業の創出・拡大の支援に関する施策 

（ⅰ）事業・産業融資保証（Business and Industry Loan Guarantees） 

事業拡大や転換のための資金を長期の融資をする銀行や信用組合等に融資に係る債務

保証を提供するもの。人口 5 万人以下の地域と当該地域に隣接する都市。 

（ⅱ）農村事業振興補助金（Rural Business Development Grants） 

小規模事業者が事業を開始・拡大するための施設整備等するために公共団体や非営利団

体等に補助金を提供するもの。人口 5万人以下の地域と当該地域に隣接する都市。 

（ⅲ）再生可能エネルギーシステムとエネルギー効率化の融資・補助金 

  （Renewable Energy Systems and Energy Efficiency Improvement Loans and Grants） 

農業者や農村の小規模事業者が再生可能エネルギーシステムを購入・導入やエネルギー

効率化をするために保証付き融資や補助金を提供するもの。人口 5万人以下の地域。 

勝又 健太郎 
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注 (1) 2017 年の農村の人口一人当たりの所得は 38,188 ドル（都市の約 70%）であり，貧困率は 16.4%（都市より 3.5%
ポイント高い）であり，失業率は 4.7%（都市より 0.4%ポイント高い）である。また，2010 年～2018年にかけて，
全人口は約 1,840 万人増加したが，農村の人口は約 20 万人減少した（以上は，USDA/ERS, Data Products による）。 

(2) 市と町は，州法により自治体法人として設立された「通常自治体（municipal government）」であり，日本の市町
村に相当するものである。また，以下に見るように施策により 5 万人より少数に人口が設定される場合がある。 

(3) 米国にも EU の農村振興政策（第二の柱）に対応する環境保全，有機農業，動物福祉等の政策があり，政府に
よる支援や規制などが行われているが，それらは「農村振興政策」という枠組みではなく農業者支援政策等とし
て位置づけられている。 

 

［引用・参考文献］ 

 

【日本語文献】 

岡部一明 (2001)「アメリカの自治体制度」『東邦学誌』30(1)． 

 

【外国語文献】 

Congressional Research Service (2016) An Overview of USDA Rural Development Programs, CRS Report, 
RL31837. 

Farm Bill Law Enterprise (2017) Rural Development, http://www.farmbilllaw.org/wp-content/uploads/2017/10/Title-
6-Rural-Development.pdf (accessed on February 17, 2020). 

OECD (2011) Evaluation of Agricultural Policy Reforms in the United States, Paris: OECD Publishing. 

US Census Bureau, By Decade, https://www.census.gov/programs-surveys/decennial-census/decade.html (accessed 
on February 17, 2020). 

USDA/ERS, Data Products, https://www.ers.usda.gov/data-products/ (accessed on February 17, 2020). 
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５．ロシア 

 

（１）農村振興政策の概要 

 

１）背景・経緯 

ロシアの農業政策の基本法として 2006 年に制定された農業発展法においては，農業政

策を「国の社会・経済政策の一部であって，農業と農村地域の安定的発展を目指すもの」

と定義するとともに，「農村地域の安定的発展には，その安定的な社会・経済的発展，農産

物の生産量の増大，農業の効率性の向上，農村住民の完全雇用の達成と生活水準の向上，

土地の合理的な利用が含まれる」と規定している(1)。 

農業発展法において，農業の安定的発展と並んで農村地域の安定的発展が農政の基本的

な目標として掲げられている背景には，農村人口の減少に歯止めがかからない現状があり，

その重要な背景として，ロシアの農村の経済的・社会的環境が都市に比べて相当低水準に

とどまっていることを指摘できる。 

 

第１図 ロシア連邦の都市・農村人口の推移 

資料：EMISS より筆者作成．数値は年央値で，2014年以降もクリミアを含まない。 

 

ロシア連邦の総人口は，1992 年の 1 億 4,854 万人をピークとして 2008 年の 1 億 4,274

万人まで減少した後増加に転じ，2018 年には 1 億 4,448 万人となっている(2)。このうち

都市地域の人口は，1991 年の 1 億 938 万人をピークとして，2006 年の 1 億 478 万人ま

で減少した後増加に転じ，2018 年には 1 億 801 万人となっているが，農村地域の人口

は，1994 年の 4,009 万人（総人口に占める割合 27％）をピークに減少を続け，2018 年に

は 3,647 万人（同 25％）となった（第１図参照）。 

農村地域の経済的・社会的環境は，近年の農業の発展や政府の施策によって改善が進

んでいるものの，依然として都市地域に比べて低い水準にとどまっている。2017 年の値

を見ると(3)，家族 1 人・1 月当たりの可処分所得は，都市家計の 27,206 ルーブルに対し，

農村家計は 18,310 ルーブル（都市家計の 67％）と低く，失業率は，都市の 4.3％に対し
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て農村は 8.0％と 2 倍近い。また，生活利便設備（水道，下水，暖房，温水供給，ガス又

は電気調理器）をすべて備えた住宅の割合は，都市の 79.1%に対して，農村では 32.6％

と半分以下である。 

 

２）政策の基本的な枠組み 

ロシア連邦の農村地域の安定的発展に係る政策の基本的な方向は，2015 年に策定された

「2030 年までの期間におけるロシア連邦の農村地域の安定的発展戦略」に記述されている。

その具体的な実行計画と位置づけられるのが「農村発展計画」である。現行の農村発展計

画は，2019 年 5 月に策定され，2025 年までを計画期間としている(4)。 

 

（２）農村地域の安定的発展に係る主な施策(5) 

農村地域の安定的発展に関して，2018 年に農業発展計画に基づいて行われた財政支出は，

総額 346 億ルーブル（うち連邦 170 億ルーブル，連邦構成主体 125 億ルーブル，地方自治

体 50 億ルーブル。四捨五入のため合計は総額と一致しない）であった。このうち連邦の支

出についてみると，同年の農業発展計画に係る支出の総額が 2,495 億ルーブルなので，農

村地域の安定的発展に係る支出は，総額の約 7％を占めている。 

農村地域の安定的発展に含まれる主な施策ごとの財政支出の状況は第１表のとおりであ

る。金額的には「道路網の整備」と「居住環境の改善」（後者は住宅建設が中心と思われる）

に係る支出が大きく，2018 年においては両者で全体のほぼ 8 割を占めている。 

 

第１表 ロシアの「農村地域の安定的発展」に係る財政支出 

（単位：10億ルーブル,％） 

農村地域の安定的発展に係る主要施策 2017 年 2018 年 2018 年構成比（％） 

総計 35.8  34.7  100.0  

道路網の整備 14.1  16.5  47.6  

居住環境の改善 13.1  11.0  31.6  

水道の整備 2.3  1.6  4.7  

ガス導入の推進 2.0  1.3  3.9  

普通教育網の整備 0.9  1.7  4.8  

集約居住区整備プロジェクトの実施 1.5  1.3  3.7  

看護・助産所や診療所網の整備 0.6  0.3  0.9  

文化・余暇施設網の整備 0.6  0.3  0.9  

運動場網の整備 0.3  0.3  0.9  

その他 0.4  0.4  1.2  

資料：農業国家報告 2018年版 202頁より筆者作成。 

注. 金額は，連邦，連邦構成主体及び地方自治体の支出額の合計額．総計は筆者計算のため，本文中の数値と若干の差

がある。 

 

長友 謙治 
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注 (1) 農業発展法第 5 条第 1項。 

(2) ロシアの統計においてロシア連邦全体の数値を示す場合，2013年まではクリミア（連邦構成主体としてはクリ

ミア共和国及びセヴァストポリ市）を含まず，2014 年以降はこれを含む形で数値が公表されているが，ここでは

数値の連続性の観点から 2014年以降もクリミアを含めない値を示した。 

(3) 本パラの数値は農村地域報告 2017 年版による（可処分所得は同書 95 頁，失業率は 82 頁，生活利便設備をす

べて備えた住宅の割合は 128 頁）。 

(4) 「農村地域の安定的発展」については，従来は，農業発展法に基づき農業政策の基本的な枠組みを定める「農

業発展計画」の一分野と位置づけられ，農村地域の安定的発展に係る計画も農業発展計画の下位計画と位置づけ

られていたが，2019 年 5 月の新たな「農村発展計画」の策定に伴って，「農村地域の安定的発展」の位置づけが

農業発展計画からは独立した分野という扱いになった模様であり，2019 年 5 月の改正以降の農業発展計画から

は，以前の同計画には記載されていた農村地域の安定的発展に係る 2019 年以降の目標等が削除された。 

(5) 本項の記述及びデータは農業国家報告 2018 年版 198-208 頁による。「農村地域の安定的発展」については，2018

年までは農業発展計画に目標が記述されており，実績も農業国家報告に記述されている。 

 

 

［引用・参考文献］ 

 

【ロシア語文献】 

ロシア文字アルファベット順とし日本語訳を付記。本文中では各文献末尾【】内の略称で引用した。 

Государственная программа развития сельского хозяйства и регулирования рынков сельскохозяйственной 
продукции, сырья и продовольствия (Утверждена постановлением Правительства РФ от 14 июля 2012 г. № 
717. В редакции постановлений Правительства Российской Федерации от 08.02.2019 № 98) 『農業の発展
並びに農産物，農産原料及び食品の市場の規制に関する国家計画』（2012 年 7 月 14 日付けロシア連邦
政令第 717 号承認。最終改正 2019 年 2 月 8 日付け同第 98 号）【農業発展計画】 

Государственная программа Российской Федерации "Комплексное развитие сельских территорий" 
(Утверждена постановлением Правительства РФ от 31 мая 2019 г. № 696) 『農村地域の複合的発展に関す
るロシア連邦国家計画』（2019 年 5 月 31 日付けロシア連邦政令第 696 号承認）【農村発展計画】 

ЕМИСС: Единая межведомственная информационно-статистическая система. 『EMISS：省庁間情報統計シ
ステム』[http://www.fedstat.ru/indicators/start.do]【EMISS】 

Национальный доклад о ходе и результатах реализации в 2018 году Государственной программы развития 
сельского хозяйства и регулирования рынков сельскохозяйственной продукции, сырья и продовольствия 
(Утверждена распоряжением Правительства РФ от 22 июня 2019 г. № 1352-р) 『農業発展計画の 2018 年
における実施状況の国家報告』（2019 年 6 月 22 日付けロシア連邦政府指令第 1352-r 承認）【農業国家報
告 2018 年版】 

Минсельхоз (2019) Доклад о состоянии сельских территорий в Российской Федерации в 2017 году ロシア連
邦農業省（2019）『2017 年におけるロシア連邦の農村地域の現状に関する報告』【農村地域報告 2017 年
版】 

Стратегия устойчивого развития сельских территорий Российской Федерации на период до 2030 года 
(Утверждена распоряжением Правительства РФ от 2 февраля 2015 г. № 151-р) 『2030 年までの期間にお
けるロシア連邦の農村地域の安定的発展戦略』（2015年 2月 2日付けロシア連邦政府指令第 151-r承認）
【農村地域発展戦略】 

Федеральный закон от 11.06.2008 № 83-ФЗ «О развитии сельского хозяйства (в редакции Федерального закона 
от 25.12.2018 № 491-ФЗ) 「2006 年 12 月 29 日付けロシア連邦法第 246-FZ『農業の発展について』」（最
終改正 2018 年 12 月 25 日付けロシア連邦法第 491-FZ）〕【農業発展法】 
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６．中国 

 

（１）「農村振興戦略の実施」の背景 

2018 年の中央１号文件(1)は「農村振興戦略の実施に関する意見」とされ，さらにこの中

央１号文件に基づき，2018 年 9 月には「農村振興戦略計画（2018－2022 年）」が中国共産

党中央委員会と国務院から公表された。 

この「農村振興戦略の実施」(2)は，2017 年 10 月に開催された中国共産党第 19回全国代

表大会における習近平総書記の報告において，今後の三農（農業，農村，農民）工作(3)を総

括する題名として盛り込まれた文言である。ここで，「農村振興戦略」は，都市に対する農

村(4)という地域の発展戦略であり，その内容は農村の貧困対策，統治，教育，医療などを

含む三農問題に対する網羅的な政策となっている。また，例えば 2004 年以降の中央 1 号

文件で連続して三農問題が取り上げられるなど，これまでも三農問題に対する政策は国の

最重要課題であったが，2018 年の中央１号文件，「農村振興戦略計画（2018－2022 年）」

では，党大会報告で「農業農村の優先発展を堅持し，“産業が隆興，環境が快適，気風が文

明的，統治が効果的，生活が豊か”という全般的要請に基づき，都市・農村の融合発展を目

指す体制・仕組みと政策体系を確立して充実させ，農業・農村の現代化推進を加速する必

要がある」と述べた考え方が「指導思想」として明記され，さらに 2020 年までに農村振興

の制度的枠組みと政策体系を基本的に形成し，各地区各部門が農村振興の考え方や挙措を

確立し，全面的に小康社会（ややゆとりのある社会）を完成させる目標を予定どおり実現

する，2035 年までに農業・農村近代化を基本的に実現する，2050 年までに強い農業，美し

い農村，豊かな農民を全面的に実現するという「発展目標」が記載されるなど，「農村振興

戦略」は国政上の位置づけや政策目標等が新たに定義された三農工作，あるいは党大会報

告で何度も強調された “新時代”(5)における三農工作と言うことができると考えられる。 

このように「農村振興戦略の実施」が 2017 年以降の農業農村政策を象徴するものとなっ

た背景はいくつか考えられる。その一つは，短期的に 2002 年の中国共産党第 16 回全国代

表大会以降，最大の国家的目標としてきた 2020 年の「小康社会の全面完成」が喫緊の課題

であり，同時に，第 19 回党大会報告でこれまでの「二つの百年」の奮闘目標(6)に加え，今

世紀中葉までの「戦略的段取り」(7)が示され， “新時代”における三農工作の構築が必要と

なったと考えられる。また，2004 年以降の食糧増産政策の結果，主要食糧のコメ，小麦，

トウモロコシについて，近年は高生産量，高輸入，高在庫の「三高」問題が指摘されるほ

ど，供給がむしろ過剰状態で安定しており，量より質を重視する三農工作へと再構築する

段階を迎えたことも背景の一つと考えられる。 

 

（２）「農村振興戦略計画（2018－2022 年）」の概要 

 「農村振興戦略計画」は 11 編 37 章で構成されており，第 2 編「第 5 章 発展目標」に

おいては，上記の 2020 年までの目標及び 2035 年までと 2050 年までの長期目標とともに，

コラム 1 として，産業が隆興，環境が快適，気風が文明的，統治が効果的，生活が豊か”と
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いう全般的要請に照らし，食糧総合生産能力，家畜家禽糞尿総合利用率など，合わせて 22

の主要指標に関する 2020 年，2022 年の数値目標が掲げられている。 

 また，個別の施策については第 3 編以降に記述されており，その主な項目は第１表のと

おり，これまでの中央 1 号文件で取り上げられた三農工作と同様に広範な内容である。こ

こで，貧困脱出対策が冒頭にあげられているのは，2020 年の「小康社会の全面完成」にと

って 1丁目 1 番地の課題であることを示しているものと考えられる。 

 

第１表 農村振興戦略計画に記載された個別施策の主な項目 

各編の名称 各編に記載された主な施策 

第三編 農村振興の新たな構造の構築 貧困脱出対策 

第四編 農業近代化の歩みの加速 

優良農地の保護・建設，主産区の育成，農業構造の調整農
産品の食品安全・ブランド化，安定した農家請負経営制
度，新型農業経営主体の育成，農業科学技術の発展，重要
農産物の買付備蓄制度改革，農業保険制度の改善 

第五編 農村産業の壮大な発展 
一二三産業融合発展，農産品加工業の発展,観光など農村
の新効能・価値発掘，U ターン・I ターンによる創業支援 

第六編 環境が快適な美しい農村の建設 
節水型農村の建設，化学肥料・農薬使用の減量，土壌汚染
防止，生活ゴミ及び排水の適正処理，トイレ革命，飲料水
源保護，集落及び家庭用道路建設，生態保護・修復 

第七編 農村文化の繁栄発展 
道徳建設プロジェクト実施，農耕文化伝承保護，伝統工芸
振興，農家書店の推進，三農を題材とした文芸の創作 

第八編 現代農村統治体系の改善 
党組織による農村振興の指導強化，党員教育等の強化，村
民自治の実践，法治建設，治安の予防管理体系構築 

第九編 農村の民生の保障と改善 

交通・物流施設の改善，農村水利（かんがい，飲料水供給
等）施設建設，エネルギー供給最適化，ブロードバンドと
４Gのカバー加速，教育・公共衛生・社会保障・養老サー
ビスの充実，防災減災救災能力の強化 

第十編 都市と農村の融合発展政策体系 
の改善 

都市戸籍取得条件緩和等農業移転人口の市民化，新型職業
農民の育成，都市からの農村建設参加奨励，土地収用制度
の改善，農村振興への優先的財政投入・金融支援 

第十一編 計画実施 
各地方の党委員会と政府の責任明確化，法治による推進，
成績評価の強化，秩序ある段階的な推進 

 

2019 年 4月の求是（きゅうぜ）に掲載された韓農業農村部長の文章(8)では，「甚だしき

は一部の農村の基層党組織で農民の利益を犯す「微腐敗」が時に発生する」，「統計によれ

ば，全国の約 1/3 の行政村内の道路が舗装されていない，同じく 1/3 の村の生活ゴミが集

中処理されていない，80％超の村の生活汚水が処理されていない，衛生的なトイレを使用

している農家が半分に満たない，多くの村落で４G につながっていない，農民が病院へ行

ったり，子供が託児所や学校に行くには多くの難点があり，病気により貧困に陥っている

事例が大量にある」などと，中国の農村になお存在する負の面の現状が述べられている。

約 5 億 8 千万人の農村人口，1 億 3,490 万ヘクタールの耕地，1万を超える「郷」などと農

業農村施策の対象は膨大かつ多様であるともに，うわべを飾る等の形式主義の風潮などの

克服すべき課題も多く，今後の施策動向や農村の変化を注視していく必要があると考えら

れる。 

菊池 由則 
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注 (1) 中央 1 号文件とは，中国共産党中央委員会と国務院が毎年初めにその年の最重要政策課題について発布する第
1 号の文件であり，いわゆる三農（農業，農村，農民）問題を取り上げるのは，今世紀では 2004 年から 2019年
までの 16 年連続で，中国共産党と政府がこの問題を継続的に最重要視していることを表している。 

(2) 「農村振興戦略」は，中国語の「郷村振興戦略」の日本語訳であり，ここ数年の中央 1 号文件の本文中でも中
国語の「郷村」と「農村」が併存していることから，中国語の「郷村振興戦略」をそのまま日本語訳としてもよ
いとも考えられるが，新華社が配布した党大会総書記報告の日本語訳で「農村振興戦略」を用いているため，本
稿でも「農村振興戦略」を用いた。 

(3) 中国語の「工作」の直訳は仕事，作業などであるが，「三農工作」は三農政策，三農業務，三農事業，三農問題
の解決など訳者によって様々に訳されており，本稿では「三農工作」をそのまま日本語訳とした。 

(4) 2019 年 6 月に中国共産党の機関誌である求是に掲載された習近平総書記の「農村振興戦略の実施」に関する重
要文章で，「我が国の発展における最大の不均衡は都市と農村の発展の不均衡であり，最大の不十分は農村の発
展が不十分であることである」と述べられている。 

(5) 党大会報告で“新時代”の文言が何度も強調された。 

(6) 中国共産党創立 100 年（2021 年）に小康社会を全面的に完成させ，新中国成立 100 年（2049 年）に社会主義
現代化国家を築き上げること。 

(7) 2020 年から 2035 年までは小康社会の全面的完成を土台に社会主義現代化を基本的に実現し，2035 年から今世
紀中葉までは現代化の基本的実現を土台に社会主義現代化強国を築き上げること。 

(8) 2019 年 4 月 2 日，人民網「韓長賦：堅持農業農村優先発展  大力実施郷村振興戦略」，
http://country.people.com.cn/n1/2019/0402/c419842-31009801.html（2019 年 9 月 5 日参照）。 
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７．ベトナム 

 

（１）新農村建設プログラムの概要 

現在ベトナムの農村振興政策として最重要視されている新農村建設プログラムが始ま

った契機が，2007～08 年の世界的な米価高騰である。ベトナムにとってコメは主食である

とともに重要な輸出産品であることから，このときは国内米価とともに国内物価全般も高

騰した。このような社会的混乱を鎮めるため，農業問題が 2008 年 7～8 月に開催された第

10 期ベトナム共産党中央執行委員会第 7 回総会において議論された。その結果出された

「農業・農民・農村に関する 26 号決議」（DCSVN 2008）は，食糧安全保障政策と新農村建

設プログラムを打ち出した。 

26号決議で打ち出された新農村建設プログラムとは，インフラ・経済改善・教育・環境

などの認定基準を満たす社（行政村）を「新農村」と認定・顕彰し，2020 年までに全国の

社の 50％がその「新農村」と認められることを目標とする政策である。同決議に沿って，

2009 年には具体的な 19 項目の新農村認定基準（CPVN 2009）が公布され，2010 年には 2020

年までを実施期間としてプログラムが開始された（CPVN 2010）。なお 19 項目の認定基準

とは，①計画策定，②交通，③水利，④電化，⑤学校設備，⑥文化施設，⑦農村市場，⑧

通信，⑨住民住居，⑩住民収入，⑪貧困削減，⑫労働構造，⑬生産組織，⑭教育・訓練，

⑮医療，⑯文化，⑰環境，⑱行政システム，⑲治安，であり，それぞれ更に下位の小項目

が定められ，それを「達成」若しくは「～％以上達成」した場合に当該項目についての認

定がなされ，全 19 項目を達成できた社のみ「新農村」と認定される。 

なお財源に関しては，プログラム開始当初は，これまでの各国家プログラム予算の利用

が 23％，新農村建設プログラム専用の国家予算が 17％，借入が 30％，企業からの投資が

20％，住民からのカンパが 10％となっている。 

ベトナムの新農村建設プログラムの独自性として，基準⑯「文化：規定に沿った文化基

準に達している村の割合（70%以上）」がある。「規定に沿った文化基準に達している村」

とは一般に「文化村」と呼ばれるものである。「文化村」の認定基準の中には，「地域共同

体での相互扶助」「文化・スポーツ・観光省の基準に沿った村の集会所，運動場があること」

「40%以上の人口が，地域共同体の文化・スポーツ事業に参加していること」「70%以上の

世帯が冠婚葬祭に関する規定に忠実であること」「地域共同体における紛争解決が機能し

ていること」など，地域共同体の団結を重視し奨励する基準が多く存在する（BVHTTDL 

2011）。 

新農村建設プログラムの実行に際しても，末端の地域共同体（旧村）が村民を動員して

行政機関を補完しており，ベトナム政府は伝統的な村落結合を農村振興に活用しようとし

ている。 

 

（２）新農村建設プログラムの進捗状況 

第１表に，全国及び地域別の 2019 年 6 月 30 日までの新農村認定社の割合
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（BCDTUCTMTQG 2019）と，2016 年に修正された計画で 2020 年までの目標とされた割

合（CPVN 2016），そして「2016 年生活水準統計」（TCTK 2018）による一人当たりの各地

域の平均月収を示す。全国レベルでは既に 50％以上の社という目標が達成されているもの

の，地域別の目標を達成したのは紅河デルタだけである。おおむね平均月収が高い地域ほ

ど認定社の割合も高い。これはインフラ整備に費用がかかるためと考えられる。また紅河

デルタが突出して高く，反面メコンデルタが突出して低い。おそらくこれは，前者がベト

ナム国家発祥の地域であり地域共同体の結合が強いこと，後者が開拓地であるために結合

が弱いという，文化的な背景が関係していると思われる。 

また 2019 年 6 月 30 日時点で 70％未満の行政村しか達成できていない基準は，②交通，

⑤学校設備，⑥文化施設，⑩住民収入，⑪貧困削減，⑰環境，である。いずれもインフラ

整備や住民の経済事情などに関わっており，経済が一番の問題であることがわかる。ただ

しインフラ整備の中でも，③水利，④電化，は 90％以上の社が達成できており，農業生産

活動に直結するこの二つの分野が特に重点的に整備されてきたことがわかる。 

財源に関しては，2010～19 年の結果で，これまでの各国家プログラム予算の利用が

14.5％，新農村建設プログラム専用の国家予算が 13.2％（中央政府が直接執行したのが 2.2%，

地方政府を通して執行したのが 11.0％），借入が 57.6％，企業からの投資が 4.9％，住民か

らのカンパが 9.8％となっている。2010 年開始当初の計画と比較すれば，国家予算と企業

投資が足りず，その分借入でまかなっている。 

新農村建設プログラムは，全面的な農村支援として画期的な政策であるが，中央の指示

により進められているにも関わらず，地域の自助努力に依存していて予算措置は不十分で

ある問題を抱えている。 

 

第１表 地域ごとの新農村認定社の割合と平均月収（％，千ベトナムドン） 

 2010 年 2019 年 2020 年目標 平均月収 

全国 0 50.01 50 3,098 

北部山岳地域 0 26.45 28 1,963 

紅河デルタ 0 82.74 80 3,883 

北部沿岸地域 0 51.92 59 2,358 

南部沿岸地域 0 45.82 60 

中部高原 0 37.73 43 2,366 

東南部 0 70.00 83 4,662 

メコンデルタ 0 42.77 51 2,778 

注．「2016 年生活水準統計」では，「北部沿岸地域」「南部沿岸地域」が同一地域に区分されている。 

 

岡江 恭史 
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８．インドネシア 

 

（１）農村振興政策の概要 

 

１）背景・経緯 

日本では 1970 年代から農山村地域の過疎化，高齢化，農家と非農家の混住化の進展な

どに伴って農村問題が多様化していた（橋詰 2016）が，インドネシアでは現在も，農家・

農民への政策対応，つまり農業の発展を通じた農業従事者の地位向上，農村の貧困問題が，

農村振興政策の中心である（Effendi Andoko 2019）。それは，農業従事者が全国の人口の半

分近くの 1 億人を占め，農業は農村における最も重要な産業・生業であるためである。ジ

ョコ・ウィドド（通称ジョコウィ）現大統領の政策の基本理念を示す九つの優先アジェン

ダ（Nawa Cita）の中には，所得階層間格差是正，地方，村落，辺境など，後進地域開発と

いう平準化（pemerataan）が含まれる。村落，ジャワ外，東部インドネシア，辺境などの経

済底上げに向けて，全農家の 56%を占める小農（petani gurem：1 世帯当たりの農地が 0.5ha

以下）の農地面積の拡大のための農地改革や，地方交付税交付金制度，村落法（2014 年）

による全国の村（Desa 2018 年 83,931 村）に対する村落資金（dana desa）の配分などが行

われてきた(1)。取組の成果として，2014 年には 11%であった貧困率は，2019 年には 9.41%

に減少した。農村貧困率も 2019 年には 12.85%と減少したが，都市の貧困率よりも高い(2)。

また，アブラヤシに代表される大規模エステート作物の生産拡大も振興され，カリマンタ

ンやスマトラを中心として地域開発に深く関わってきた。 

 

２）基本的考え方 

地域間開発の格差拡大や都市化が急速に進む中で政府は，農村と都市のつながりを保ち，

全国的に安定的に食料を確保するために，後進地域の経済成長促進，ジャワ外の経済開発

を進めている。例えば，農業・漁業を基軸とする生産・加工・流通活動の中心地域となる

中小規模の都市を周辺の農村にリンクさせる“Agropolitan development”や“Minapolitan 

development”のためのインフラや施設整備に関するプロジェクトを，農業省や公共事業省

などが実施してきた（Wahyu Mulyana 2014）。 

 

３）大きな方向性 

2005 年から 2025 年の国家長期開発計画における農業・農村開発目標として，アグリビ

ジネスの発展による農業効率化，近代化，高付加価値化を通じた農民所得増加・貧困削減

が掲げられた。2015 年からの「作物生産振興プログラム」（Upaya Khusus: UPSUS）の下，

コメ，トウモロコシ，大豆生産者への肥料・種子補助金，灌漑整備，農業機械普及，価格

支持などが行われている。予算は 2017 年 103 兆ルピア，肥料補助金予算は 31.2 兆ルピア，

約 1 兆 t の肥料が補助の対象となり，尿素肥料の補助率は市場価格の 67%であった（Tahlim 

Sudaryanto 2018）。食料増産は，農村・農家の貧困削減に大きく貢献した。 
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（２）農村振興政策における施策の例 

農村振興に関連する施策として，現ジョコウィ政権の行う小農・農村コミュニティ振興

政策，国営企業・大企業が主導してきたアブラヤシ，パーム油の農園開発に関する政策，

そして食料輸出促進に関する有機農業政策を，以下で示す。 

 

１）小農・農村コミュニティ振興に関するプログラム 

2007 年からは農村のアグリビジネスを振興させるための基金が設立された。農家，農業

労働者，小作人などが農民組合により組織化され，地域の農業関連の小規模ビジネスに活

用される。また，農村の貧困削減，農業機械の近代化，農家の教育プログラムも実施され

ている。2017 年から政府・農業省は，辺境地域で労働者への現金給付プログラムを行い，

雇用拡大，子供の発育阻害抑制などを図っている。村への基金は 2018 年 420 万ドルとさ

れ，統一的な枠組の下，村長の裁量で農村に必要な事業に支出することができる。インフ

ラ整備，エコツーリズム施設整備などに利用されている地域もある（Effendi Andoko 2019）。 

 

２）アブラヤシ農園開発政策 

アブラヤシ農園は急拡大を続け，2016年には全国のアブラヤシ農園面積が1,192万ha，

Crude Palm Oil（CPO）の年間生産量が3,323万tに達した。農園開発は1970年代までは国営

企業によって牽引された。1977年に導入された「中核農園（Perusahaan Inti Rakyat：PIR）

システム」は，中核（Inti）となる大規模農園の周辺に小農（Rakyat）の生産地であるプラ

ズマ農園（Plasma）を配置し，大規模農園が小農に農業資材（種苗・肥料・農薬）や信用

の供与，栽培技術の指導を行いながら，生産の拡大を図るためのシステムであった（中村 

2015a, 2015b）。しかし小農の農園の生産性は，適切な管理がなされないために低いことが

多かった。そのためPIRシステムは，大規模農園を所有する企業が生産性を最大化するため

に，管理体制を効率化・均質化する一方，小農はプラズマ農園の所有者として利益配分を

受けるか，企業の監督下で農園所有者兼労働者として利益配分・賃金を獲得するという「統

一管理型のPIR方式」（PIR-Revitalisasi）へと移行した（河合 2018）。 

 

３）有機農業の普及政策 

政府は，2000年に「Go Organic 2010」と呼ばれる有機農業振興の10か年計画を策定した

（Ariesusanty 2011）。このプロジェクトは「1,000の村に有機農業を普及するプロジェクト」

として継続され，600の稲作農家組合，400の野菜農家組合に有機肥料や家畜の購入への補

助金供与，有機認証取得資金の支援などを行っている。有機認証を取得したコーヒー，野

菜などの主に輸出向けの「有機農産物」の生産農地面積は2015年には13万400haに増加した

（FAOSTAT）。他方で国内の有機農産物の流通の整備・認証制度整備は進まず（杉野・小

林 2015），有機農産物は農民や農村周辺地域で消費されてはいないのが現状である。 

伊藤 紀子 
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注 (1) インドネシアの「村」（Desa）及び「農村地域」（Kawasan Perdesaan）は，農村及び空間計画に関する2014年，
2007年の法律で言及されている。Ruralは農業を主産業とする地域である一方，Village，Customary Villageは，
地域のコミュニティ主導による自治が行われる法的行政区分である（Wahyu Mulyana 2014）。 

(2) 2019 年 3 月の全国の貧困線は月額 1 人あたり 29.80 ドルである（Effendi Andoko 2019）。 
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９．オーストラリア 

 

（１）農村振興政策の概要 

 

１）背景・経緯 

政府は，連邦，州，自治体の三層の構造である。連邦が 4,594 億豪ドル，州（六つの州と

二つの特別地域）が 2,713 億豪ドル，自治体（約 570）が 468 億豪ドルである（2017-18 年

度。ABS 2019）の歳入規模だが，州収入のほぼ半分（1,238 億豪ドル）は連邦政府からの補

助金・交付金であり，連邦政府の役割と影響力が大きい。 

 「農村振興政策」は見当たらない。その背景として第一に，20世紀後半から農業関連の

政策全般が縮小してきた。EU などで農業政策が発展し農村政策が分化・確立してくる時

期に，オーストラリアでは農業への補助・支援が削減された。 

 第二の事情として，農村振興政策に対応する「農村」が顕在しない。「agricultural village」

「farm village」という言葉は，行政や業界の文書に登場せず，「農村と都市」には，「rural

と urban」が対応する。オーストラリア統計局は，人口・住宅調査の最小集計単位である統

計区域第一層（Statistical Area Level 1。全国で約 57,500）を，人口に着目し，地方部（rural。

人口 999 以下）と都市部（urban。人口 1,000 以上）との二つに大別している（ABS 2011）。 

 

２）基本的考え方 

 地域の開発・活性化を図る施策は，連邦政府のインフラ・運輸・地域開発・通信省（以

下「インフラ等省」）(1)が行っている。地域振興の政策は各種あり，対象地域は農業地帯も

含むが，「農村」のみを対象とするのではなく，基本的に地方部と都市部とは同列である。 

オーストラリアにも個々には EU の農村振興政策（第二の柱）と対応する政策が存在し，

害獣対策・雑草対策，動物福祉などについて政府による支援や規制などが行われているが，

それらは「農村振興政策」という枠組みではなく産業政策等として行われている。 

 

３）大きな方向性 

 1970 年代から継続している農業その他の産業への政府支援を削減する方針に変化はな

い。このため，農業と結びついた「農村振興」の政策・支援は，今後とも出現・拡大しな

い一方，産業支援ではなく，地域の発展，地域住民の生活向上等を目的とするインフラ等

省の支援施策は，今後も継続すると考えられる。 

 

（２）農村振興政策における施策の例 

 地域の開発・活性化を目指す施策として，インフラ等省の行う支援施策（以下１））及び

辺境対策に当たるもの（以下２））を示す。 
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１）連邦政府インフラ等省の行う地域やコミュ二ティの活動を支援する各種補助 

（Regional and community programs） 

インフラ等省が行う各種補助は，対象や要件を異にする複数のものが，実施期限を設け

て行われ，期限到来後も，衣替えをした新規施策が講じられる。通常，公募したなかから

補助対象事業を選定し，補助金を交付する方式である。補助金額は応募のあった事業ごと

に検討され，一律の補助率は定められていない。現在実施されているのは，①地域改善建

設資金，②コミュニティ開発補助事業，③干ばつコミュニティ対策，④マレー・ダーリン

グ川流域地域経済多様化対策，⑤全国地域強化資金，⑥地域成長資金，⑦地域雇用・投資

施策，⑧コミュニティ強化，⑨タスマニア雇用・成長施策，の 9 種類である(2)。 

 補助対象は，大小様々なインフラ整備，雇用や事業活動，コミュニティ活動などである。

④及び⑨はそれぞれ対象となる地域が限られ，③は干ばつ影響を受けていると指定された

自治体のみを対象とする。他の補助は地域を限定していない。 

 

２）条件不利地域対策(3) 

（ⅰ）僻地税相殺（zone tax offset） 

 僻地税相殺は，僻地（zone）では生活費が割高になることを理由とする「地域」に着目

した税制特例である。当該納税者が会計年度の過半を僻地に居住した場合に申請可能で，

一定額に加え僻地でない場所でも得られる税額控除が割り増しで税額控除となる。 

 

（ⅱ）通信インフラの整備 

地方部で遅れている通信インフラの整備を促進するための補助が行われている。 

携帯電話圏外解消プログラム（Mobile Black Spot Program）は，新たな携帯電話基地局を

整備して通話困難な地域をなくすことを目的としており，基地局等を建設する者が応募し，

採択されると設備建設費の一部を連邦政府が補助する。所管するのは，インフラ等省であ

る(4)。 

 全国ブロードバンド網（NBN）は，連邦政府が株式の 100%を所有する会社である NBN

社が実施を担当し，ブロードバンドへの低コストでのアクセスを拡大すべく，ブロードバ

ンド網を整備しサービスを電話事業者，インターネット・プロバイダーに提供する(5)。 

 

玉井 哲也 

 

 

注 (1) 省名はしばしば変更される。2020 年 2 月に改称されてこの名称となっている。 

(2) この項の記述は，インフラ等省のウェブページ（https://www.regional.gov.au/regional/programs/）及びその下層の
各ページ並びにそこからリンクされたウェブサイトからの情報による。2019 年 7～9 月参照。 

(3) オーストラリア税務局のウェブページ（https://www.ato.gov.au/Individuals/Income-and-deductions/Offsets-and-
rebates/Zones-and-overseas-forces/#Zonetaxoffset1）及びその下層の各ページからの情報による。 

(4) インフラ等省のウェブページ（ https://www.communications.gov.au/what-we-do/phone/mobile-services-and-
coverage/mobile-black-spot-program (2019 年 10 月 8 日参照））及びその下層の各ページからの情報による。 
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(5) NBN のウェブページ（ https://www.ato.gov.au/Individuals/Income-and-deductions/Offsets-and-rebates/Zones-and-
overseas-forces/#Zonetaxoffset1）(2019 年 6 月 1日参照））及びその下層の各ページからの情報による。 

 

［引用・参考文献］ 

 

ABS (Australian Bureau of Statistics) (2019) Government Finance Statistics, 
https://www.abs.gov.au/AUSSTATS/abs@.nsf/DetailsPage/5512.02017-18?OpenDocument (2019 年 9 月 2 日参
照). 

ABS (Australian Bureau of Statistics) (2011) Census Dictionary 2011, 
http://www.abs.gov.au/ausstats/abs@.nsf/Lookup/2901.0Chapter231-2011 (2019 年 9 月 2 日参照). 
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１０．メキシコ 

 

（１）農村振興政策の概要 

 

１）背景・経緯 

メキシコ政府では農村振興という言葉は desarrollo rural（直訳すると「農村開発」）である。

メキシコでは憲法により，「国家開発計画」を策定・公表することが義務づけられおり，新

大統領（任期 6 年再選不可）就任時，すなわち 6 年ごとに策定される。この「国家開発計

画」の一部ないしその下部計画として「農村振興計画」が位置づけられており，そこに関連

する各種施策に農村振興政策が盛り込まれている。 

メキシコの現行の憲法は，1917 年，メキシコ革命の最中に制定され，現在に至るまで基

本理念は変わらないとされる。農村部から同時多発的に始まったメキシコ革命は，当時の大

土地所有制度（ラティフンディオ）など，農地を巡る非合理を改革することなどを旗印とし

た。革命に参加した貧しい農民や先住民のための革命憲法の理念は，世紀を経ても歴代政権

に引継がれている。与野党間の政権交代は革命後の混乱期を過ぎ民主主義が確立したとさ

れる 1934 年以降で 3 度（2000 年，2012 年，2018 年）あったが，農業及び農村振興に関し

ては，与野党間での大きな争点はなかった。ロペス・オブラドール現大統領の就任演説（2018

年 12月）では，歴代の大統領のそれと同様に，小規模な農民への施策，先住民への配慮そ

して農村振興を公約している。 

 

２）基本的な考え方 

メキシコ政府の農村振興政策における各種施策は，EU 共通農業政策の農村振興と以下の

ような違いがある。①農村振興政策は貧困対策など社会施策を含みつつも産業政策を中心

とすること②メキシコでは伝統的に「農業省」が農村へ影響力が強く，農村振興政策を捉え

ようとすれば同省の関連施策が中心となること，③「農業省」が産業政策を行い「福祉省」

が社会政策を行うのが基本型であるが，個別の政策のなかには両方の要素を含む場合もあ

り，各省の役割分担も明確ではないこと。他にも，④例えば「環境」については，気候変動

対策など地球規模の課題より土壌保全などの身近なものが重視される。 

 

３）主たる方向性 

メキシコは 1980 年代から 90 年代前半まで，大きな構造改革を行った。米国がレーガノ

ミックスと称した新自由主義的な政府への転換と同じ方向性である。改革前は原油輸出な

どによる潤沢な財源を背景とする「大きな政府」が，大規模な食料管理を行い，主食など基

礎的農産物を生産する小規模農家も農村も守られていた。構造改革の節目となったのが

1994年である。NAFTA が発効し，同時期に OECDに加盟しWTO にも名を連ね，食料管理

制度のような農産物価格支持政策は続けられなくなり，同時期，農地制度も改革し，大規模

経営や農業投資も促進されるようになった。こうした変化はあったものの，PROCAMPOと
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言われる直接支払い制度が導入されるなど，小規模農家や農村振興に配慮する姿勢に変わ

りがない。 

 

（２）農村振興政策における施策の例 

 

１）直接支払い 

直接支払（PROCMPO）制度は，1994年 NAFTA発効によりトウモロコシの関税率 215％

を撤廃する代償措置として始まった。当初は関税完全撤廃までの 15年間の時限措置とされ

たが，2008年以降も継続されている。PROCAMOは農地面積に応じた直接支払制度であり，

1994 年以来，名称を 2 度変え，支払額の面積逓減や上限設定など，小規模農家に有利な修

正が加えられながら，現在に至るまで基本スキームは維持されている。 

現ロペス・オブラドール政権での名称はProducción para el Bienestar（暮らしのための生産）

プログラムであり，政策目的を小規模農家支援，農村の貧困対策などとしている。 

 

２）条件不利地対策 

北部の乾燥地の天水農業地帯，南部山岳地では，農地面積の狭小に加え土壌流亡や痩せた

土壌などが，生産条件の面で不利となっていると認識され対応する施策がとられている。農

地の傾斜度や気候（気温）などによる条件不利地の定義はない。 

 

３）小規模農家及び先住民などに対象を絞った施策 

2018 年 12 月に誕生した新政権では，小規模農家など経営面積（規模），先住民といった

歴史的に略奪，差別を受けてきた農民を対象とした重点施策が打出されている。 

 

① コーヒー及びサトウキビ農家支援：1ヘクタール以下のコーヒー生産者に 5,000ペソ，

4ヘクタール以下のサトウキビ生産者に 7,300ペソの定額支給。 

② 基礎的農産品価格保証：小規模農家が生産する基礎的農産品を保証価格で買取をする

プログラム。対象作物は，トウモロコシ（食用），フリホール豆，小麦，米，牛乳の 5

品目。 

③ 畜産農家融資：小規模肉牛生産者に対する融資プログラム。 

④ 肥料配布：先住民の多いゲレロ州，ベラクルス州において農家に肥料配布するプログ

ラム。 

 

４）災害復旧 

近年メキシコでは気象変動によるものかハリケーン等の自然災害が多くなっている。地

震災害もあり，こうした被災からの復旧，インフラ整備などに農村部でも多くの予算を割い

ている。 

 

宮石 幸雄 
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